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新刊書 

◆成長戦略のために押さえるべき法務・知財の要点をわかりやすく解説！ 

スタートアップの最前線で活躍する実務家が解説 

スタートアップが直面する法務・知財の問題を幅広くカバー 

最新動向を踏まえた業界のホットトピックをピックアップ 

設立から上場・M&Aまでのポイントがわかる 1冊 

設立から上場・ までのポイントがわかる１冊

！

！
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Ａ５判・４９８頁・　高橋　滋　編著

　（株）民事法研究会

　日常生活から事業活動まで広範な分野について事例に即してわかりやすく解説する必携
書！
　デジタル社会形成整備法に基づく2021年法改正の完全施行に対応するとともに、漏えい等
の報告・通知、個人データの利用停止・消去等、個人関連情報・仮名加工情報の新設等がな
された2020年法改正後の最新の実務動向を反映して改訂増補！

Ａ５判・４４７頁・日本弁護士連合会情報問題対策委員会　編

2023年
５月16日刊

2023年
３月31日刊

　本書は「建築瑕疵責任論」とタイトルにありますが、欠陥住宅被害救済に向けたあるべき
解釈論をＱ＆Ａ方式で解説した実務書です。「建築瑕疵と不法行為責任」など付随する問題
も解説しています！
　第１章では改正民法の概要を紹介、第２章では従来の瑕疵担保責任から契約内容不適合責
任となって何が変わったのかを検討、第３章では建築瑕疵責任に付随する問題、他の制度と
の関係、経過規定などを検討しており、消費者被害救済に不可欠な１冊！

書籍のご案内

 行政の実効性確保制度が整備されていない現在、行政の現場では行政指導に頼りがちです。
その結果法令違反の状態が積み重なり、甚大な被害が生じることがあります。2021年７月に
熱海市伊豆山で発生した土石流災害は記憶に新しいところ。本書は改革の具体像を提示し、
関係諸方面へ問題提起します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　書籍名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　書籍名

Ａ５判・160頁・松本克美　著

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　書籍名

2023年
５月10日刊

第１章 個人情報保護のしくみと背景

第２章 顧客との関係

第３章 従業員との関係

第４章 医療分野の問題

第５章 学校をめぐる問題

第６章 個人信用情報関係

第７章 コミュニティの中で

第８章 地方自治体等の情報

第９章 弁護士業務等

Ｑ６７ 債務名義がある場合の口座情報の弁護士照会

Ｑ６８ 被相続人の口座履歴についての弁護士会照会

Ｑ６９ 電話通信記録の調査

Ｑ７０ カルテの文書送付嘱託への対応

Ｑ７１ 遺産分割調停のための固定資産税評価証明書の交付申請

Ｑ７２ 職務上請求による戸籍謄本の写しの入手

第10章 ＩＴ化をめぐる問題

民法（債権法）改正後の建築瑕疵責任論
─欠陥住宅被害救済の視点から─

Ｑ＆Ａ個人情報取扱実務全書〔第２版〕
─基礎知識から利活用・トラブル対応まで─

第１篇 行政実効性確保法要綱案
第１部 序 説

第２部 要綱案（甲案・乙案・丙案）

第２篇 行政実効性確保法要綱案の解説
第１部 要綱案（甲案）の解説

第２部 要綱案（乙案）の解説

第３部 要綱案（丙案）の解説

第３篇 行政の実効性確保に関する諸論点
第１部 実効性確保をめぐる理論的課題

第２部 実効性確保に関するその他の手法

第３部 実効性確保と政策法務

資料篇

第１章 海外の実効性確保法制に関する日本の研究状況

第２章 自治体アンケート結果の概要

第３章 要綱案（中間案）についてのパブリックコメントの実施結果

第１章 改正民法の概要
Ⅰ 明治民法典の成立とこれまでの改正

Ⅱ 2017年民法改正

第２章 改正民法における建築瑕疵責任
Ⅰ 建築瑕疵責任にかかわる改正民法の概要

Ⅱ 瑕疵と契約内容不適合

Ⅲ 契約内容不適合の損害賠償責任

Ⅳ 契約内容不適合と解除

Ⅴ 契約内容不適合責任の権利行使期間

Ⅵ 不動産賃貸借契約と契約内容不適合責任

第３章 契約内容不適合責任に付随する問題・他制度との関係
Ⅰ 契約内容不適合と同時履行の抗弁権

Ⅱ 契約内容不適合の損害賠償債務と相殺

Ⅲ 居住利益の控除の是非

Ⅳ 危険負担と改正民法

Ⅴ 契約内容不適合と錯誤

Ⅵ 建築瑕疵責任と定型約款

Ⅶ 建築瑕疵と不法行為責任

Ⅷ 経過規定

・判例索引 ・民法新旧対照表（抄）

行政の実効性確保法制の整備に向けて
─統一法典要綱案策定の試み─


